【様式第１号】　　

参　加　申　込　書

令和　　　年　　　月　　　日

　山梨県教育委員会　教育長　殿
住　　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者 氏 名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（個人にあっては住所、氏名）
　次の提案に参加する資格について、確認されたく関係書類を添えて申し込みます。
　

１　対象業務名
　　　　甲府城後保存活用計画策定業務
２　公告日

　　　　令和元年７月５日

３　添付書類
　　　　①　誓約書（様式第２号）
②　参加要件具備説明書類総括書（様式第3号）
　　　様式第３号２・３を確認できるもの（写し）
③　会社概要整理票（様式第4号）
会社概要等パンフレットがある場合は、それを添付すること。

④　実施体制表（様式第5号）
【連絡先】　担当者所属　　氏    名  　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　ﾌｧｯｸｽ番号 　　　　　        　  　　　　                                          

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  　　         　　　　　 　　
【様式第２号】
誓　　　　約　　　　書

令和　　年　　月　　日

山梨県教育委員会教育長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日　（明治・大正・昭和・平成）　　年　　月　　日

私は、次の事項のいずれにも該当しないことを誓約します。

なお、３及び４に関して県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。

１　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者。

２　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申し立て、又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき民事再生手続開始の申し立てがなされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた者を除く。）

３　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者。

（１） 暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

（３） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者

（４） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者

（５） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

（６） 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者

４　３の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人。

５　「山梨県建設工事請負契約に係る指名停止等措置要領（平成２３年４月１日）」や「山梨県物品購入等契約に係る指名停止等措置要領（平成１０年４月１日）」による指名停止措置期間中の者。

　　　　　　　　　

【様式第３号】
令和　　　年　　　月　　　日

参加要件具備説明書類総括書
提出者名　　　　　　　　　　　　

１　県税及び地方消費税を滞納していないことが確認できる書類

　　別紙のとおり（納税証明書（未納の額がないことの証明））

２　社会保険に加入していることが確認できる書類

　　別紙のとおり　　加入義務有・労働保険
　　　　　　　　　　　　　　　　申請日直前の労働保険概算・確定保険料申告書の控え及びこれ

により申告した保険料の納入に係る領収済通知書の写し等

　　　　　　　　　　　　　　　・厚生年金保険、健康保険

申請日直前の保険料の納入に係る領収証書又は納入証明書の写し等

加入義務無・賃金台帳、労働者名簿、源泉所得税領収書等のうちいずれかの写し

３　同種又は類似の業務の実績

	業　務　名
	
	
	

	(1)発　注　者　名
	
	
	

	(2)契　約　金　額
	
	
	

	(3)履　行　期　間
	
	
	

	(4)業 務 の 概 要
	
	
	

	(5)その他特徴
	
	
	


　（注）１　会社としての実績とし、記載件数は３件以内とする。
　　　　２　実績は、公告の日から過去５年以内に履行した業務を対象とする。

　　　　３　上記実績を証する契約書の写しを添付すること。 
　　　　４　行が不足する場合は、行を挿入して記載すること。

【様式第４号】
会 社 概 要 等 整 理 表

	企画提案者
	会社（団体）名
	連絡担当
者
	所　　属

	
	
	
	役職・氏名

	
	所　在　地
	
	

	
	
	
	電話番号（内線）

	
	ホームページアドレス
	
	ＦＡＸ

	
	
	
	E-mail


	設 立 年 月
	
	資本金（億円）
	

	売上金（億円）
	 
	従業員数（人）
	

	契約を担当する事業所（商号又は名称、所在地、代表者の役職・氏名）
	
	関 連 会 社
	


· 会社概要など参考となる資料がありましたら添付してください。
【様式第５号】

実　施　体　制　表

令和　　年　　月　　日

山梨県教育委員会教育長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

令和　　年　　月　　日付けで公告された「甲府城跡保存活用計画策定業務」について、実施体制を次のとおりとし、本業務を遂行するため必要とされる経験等を有する者を従事させることができることを証明します。

１　実施体制（社内）
	所属
	氏名
	職種・資格
（取得年月日）
	経験

年数
	実施体制上の役割
	主な業務経験

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※所属欄は、社内における所属部署名を記入すること。

※配置を予定している担当者について記入すること。記入欄が不足する場合は、欄を追加して記載すること。
※業務担当者が複数の場合は、主たる担当者、これに準ずる立場の担当者の順で記入すること。

２　実施体制（外部協力者）
	会社名
（協力事業者名）
	氏名
	職種・資格
（取得年月日）
	経験

年数
	実施体制上の役割
	主な業務経験

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


· 外部協力事業者がある場合に記入すること。
4

